
 

大阪市に寄せられた要望等と対応方針【対応方針の検討が必要なもの】（令和６年７月分） 

 

本市に寄せられた要望等について、対応方針を検討し、対応したものを掲載しています。 

 

◆１９ その他 

 

  要望者区分 市民 

要望日 令和６年６月 10日（月） 回答日 令和６年７月５日（金） 

標 題 総務事務センターの対応に関すること。 

要望等の 

概要 

（１）総務事務センターから傷病手当金請求書が返却され、送付書に「大阪市職員共済組

合への確認の結果、公務災害に該当する為請求できないとの回答を受領しました。」

と書いてある。公務災害にあたると共済組合が認めたと文書で書いている。公務災害

に該当するのかしないのか回答すること。 

（２）総務事務センターに要望等記録制度のことを伝えても理解していない。総務事務セ

ンターの職員に市民の声や要望等記録制度について研修を行うこと。 

（３）大阪市の会計年度任用職員、臨時的任用職員も要望等記録制度について研修を行う

こと。 

（４）休職中や退職者は共済組合のホームページしか見ることができず、共済組合の住所

しか記載していない。共済組合のホームページに総務事務センターの住所を記載する

ようにすること。 

対応方針 

の概要 

（１）総務事務センターからお送りしました送付書の記載が、誤った表現となってしま

い大変申し訳ございませんでした。ご指摘のとおり、公務災害に該当すると断定す

るのではなく、公務災害に該当する可能性があるため、先に公務災害の申請を行っ

ていただき、不受理であれば、あらためて傷病手当金を請求いただく旨ご案内する

べきでございました。今後は、送付書の文面について、誤った内容や誤解を招く表

現になっていないか総務事務センターにおいて確認を行うよう指導するなど、より

丁寧なご説明に努めてまいります。 

（２）総務事務センターの運営に関しましては、事業者に委託しておりますが、ご指摘

いただいた市民の声及び要望等記録制度の対応については、委託業務に含まれてい

ないため、総務局人事部管理課にて対応させていただいておりますので、ご理解い

ただきますようよろしくお願いいたします。 

（３）臨時的任用職員や会計年度任用職員の要望等記録制度の研修につきましては、要

望等記録制度の所管部署にご指摘内容を伝達させていただきます。 

（４）ご指摘の内容につきましては、今後、大阪市職員共済組合ホームページに総務事

務センターの住所及び連絡先が掲載される予定でございます。 

 以上のとおり要望者に回答しました。 

担当部署 総務局人事部管理課 電話 06-6105-2058 

 


